
令和７年度  学校評価書　　　（年度最終） 

評価基準　Ａ　目標を上回った　　Ｂ　ほぼ目標通り　　Ｃ　目標を下回った 岡山県立津山商業高等学校

重点目標

１ どのように学ぶか

他人とリアルで対話する機会が少なく、友
人や教師に対して思いやりや思慮に欠ける
言動をすることがある。

年度末のアンケートで「多様な他者を意識
して行動できた」と回答する生徒が８０％
以上。

新入生研修等を通して高校生の生活やネッ
トモラルに関して生徒自らが考えられるよ
うな取り組みを行う。

新入生研修や球技大会を通して新しい仲間づくりができ、自分だけでなく周り
を見て行動することができた。

B

学校自己評価アンケートで「学校は、社会のルールやマナーが身に
つくように教育活動を行っている。」に、肯定的な回答した生徒が
９7％であった。他者の存在を意識している生徒は多いと思われる。
学年団でも、学校行事や学年集会の中で、他者との協働を促してき
た。

A

他者とのコミュニケーションや人間関係が
うまくいかない生徒もおり、ソーシャルス
キルトレーニング等を積極的に活用する必
要がある。 １年団

新型コロナウィルス感染症の影響により、
集団の中で学ぶことに対する価値観の変容
が見られる中、登校や対人コミュニケー
ションに課題のある生徒が散見される。

アセスの学級内分布表および友人サポー
ト、教師サポートの項目がプラスに変容し
た傾向が読み取れる。

１学期と２学期に担任や委員会の生徒主導
で構成的エンカウンターやグループワーク
などを内容とする人間関係作りのLHRを
行う。また、SCやSSWなどの外部支援を
有効に活用する。

１・２学期早い時期にクラスづくりLHRをすることができた。またSC・
SSWを有効に活用し生徒の悩みや困りごとについて相談にのることができ
た。

A

アセスを１年生は２回、２・３年生も各１回は実施し、生徒の学校
生活の状況を把握した。また、１年生は２回目の結果を中心に外部
講師を招聘し結果の分析、個別対応について検討した。学級内分布
表による限り友人サポートや教師サポートがプラスへ変容する傾向
が見られた。

A

アセスだけでは把握しきれない個別対応が
必要奈ケースにどのように迅速に対応でき
るかについて考える必要がある。 保健厚生課

○安全・安心な学校環境
・地域に働きかける防災訓練等

防災教室で防災意識は高まりつつあると思
われる。しかし、緊張感にかける生徒も垣
間見られる。

校内アンケートを用いて、防災意識が高
まった割合が90％以上。

昨年度まで自助を中心として取り組んでき
た。今年度は、災害発生後の対応を中心に
取り組む。

消防署に防災訓練を依頼し１０月２２日の防災LHRに向けて具体的内容の打
ち合わせをする予定である。

B

生徒用学校自己評価アンケート項目１０「学校では、非常変災時に
向けて、実際に役立つ防災訓練や避難訓練が行われている」で，肯
定的意見の割合は95％であった。来年度も効果的に防災訓練・避難
訓練を実施したい。

A

来年度は地理総合「自然環境と防災」の項
目を２学期に前倒して地域の教育力を活用
し防災意識を高めていきたい。 保健厚生課

生徒間の学力差が大きく、全体への一律の
課題だけではカバーしきれない生徒層がい
る。

Dゾーンの生徒が年度当初より減少する。
Bゾーン以上の生徒が年度当初より増加す
る。

スタサプで個人の力や検定対策などニーズ
に応じた課題配信を行う。

全商英検に向けては個人の受験級に応じた課題を出したり、実用英検受験者に
はその対策課題を出すなど、ある一定のレベルでは個人の力やニーズに応じた
課題を提供できた。音読もアプリを使って個人で練習、フィードバックが得ら
れるようにしており、学力向上につなげていきたい。

B

2学期に実施した基礎力診断テストでDゾーンの生徒が１，２年とも
に年度当初より約10％減少、Bゾーンも約10％増加している。全商
英検を一つの目標にし、アナログ・デジタル両面からの課題や補習
等で指導した成果が現れたものと考える。

A

スタサプや音読アプリ等デジタル教材の活
用面での生徒の二極化が課題である。次年
度は新たな英語学習アプリを導入予定で、
授業・課題や検定対策との更なる連動、生
徒の学習状況把握に基づく指導を強化して
いきたい。

英語科

基礎的な計算ができない等、数学を苦手と
している生徒が多い。

Dゾーンの生徒を減少させ、Cゾーン以上
の生徒を増加させる。

スタサプやその他の補助教材を用いて、個
別最適な学びを展開できるようにする。

授業内で既習事項の確認を徹底し、基礎力向上のための取り組みを行ったがま
だまだ目標達成には至っていない。2学期以降も引き続き、基礎基本の定着を
図るための取り組みをアップデートしながら行っていきたい。 B

年度当初に課題として挙げていた基礎力の底上げは考査等の結果を
見ると少しずつではあるものの身に付けさせることができたと考え
ている。一方で復習に関しては習慣化させることができなかった。 B

次年度では基礎力の定着を継続しつつ、
日々の復習を習慣化させることができるよ
うにしていく。 数学科

昨年の学習実態調査の結果、１日あたりの
家庭学習時間の平均が４０分未満である。

家庭学習時間調査における１日の平均家庭
学習時間が１時間以上。

スタディサプリに組織的・計画的に取り組
ませ、家庭学習時間の増加と基礎学力の伸
長を図る。

夏休みの影響もあってか、２学期始めの時点で学習時間はあまり伸びていない
様子がうかがえる。日常の声かけをおこない、スタディサプリへの計画的な取
り組みをさらに促していきたい。

B

2025年9月の調査で「１日あたりの学習時間」は平均35分であっ
た。2024年４月は３５分、202４年９月は３７分であった。昨年
度よりは減ってる、来年度に受験を控えている２年生としては不十
分である。 C

スタディサプリを含む基礎学力を向上させ
る取組について、33％の生徒は１日に30
分程度の学習、同じく33％の生徒は全く学
習していない。この状況を改善したい。 ２年団

○学び続ける力（学びの充実）
・地域や企業等と協働してビジネスプランやビ
ジネスモデルを作成し、各種ビジネスコンテス
トやコンベンション等への主体的な挑戦

課題研究を中心に、ビジネスプランやビジ
ネスモデルを作成し、各種ビジネスコンテ
ストやコンベンション等へ挑戦している。

課題研究を中心としたコンテストへの参加
に加え、課題研究以外の科目においても、
積極的なビジネスプランコンテストへの参
加が増加する。

各種コンテストの開催状況や取り組み状
況、指導方法等の情報を教員間で共有す
る。
地域や企業等と連携した実践的な取り組み
を推進する。

商業科会議においては、各科目の取組状況を共有している。課題研究を中心
に、さんフェア、税の標語・作文、CMコンテスト、Webアプリコンテストな
ど、各種コンテストへ積極的に挑戦している。また、「商品開発と流通」では
ふるさと納税返礼品の開発に取り組み、課題研究においてもCM制作、ライフ
プラン、地域研究などを通じて、地域や企業と連携した実践的な活動を行って
いる。今後も引き続き、様々な科目において特色ある取組を進めていきたい。 B

観光アイデアコンテストにおいて優秀賞、Webアプリコンテストに
おいて佳良賞、「つやまの日」事業プランコンテストにおいて最優
秀賞を受賞するなど、各種コンテストへ積極的に参加し、具体的な
成果を上げることができた。
CM制作や商品開発の取組では、企業の方から助言を受けながら作品
制作やプランのブラッシュアップを行い、実社会とつながる学びを
深めることができている。これらの取組を通して、生徒が主体的に
学び続ける姿勢の育成につながっており、今後も継続して取り組ん
でいきたい。

A

学習成果発表会の内容を見直し、校内外に
向けて生徒の学習成果や活動の過程をより
分かりやすく共有できる形へと改善する。
次年度は外部の関係者を招いた発表の機会
を設けることで、生徒が他者の視点を取り
入れながら学びを深め、より質の高い発
表・取組へとつなげていきたい。

商業科

○学び続ける力（学びの充実）
・「ﾏﾅｰｱｯﾌﾟ津商 目指そう日本一のﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ
　校」をｽﾛｰｶﾞﾝに自律的行動

・生徒対象の学校自己評価アンケート「自
分はあいさつを積極的にしている」の質問
項目において肯定的な回答が88%となっ
ており、挨拶をすると会釈や挨拶を返すな
ど反応する生徒が増えてきている。
・「社会のルールやマナーを守っている」
の質問項目において肯定的な回答が96％
であり、指導件数はわずかではあるが減少
しているが、周りの人がやっているからな
どの安易な考えによる行動が増えてきてい
るように感じている。

生徒対象の学校自己評価アンケートにおい
て、現状分析に示している質問項目がどち
らも90%以上となり、指導件数が昨年度
を下回っている。

・例年行っている生徒会、各種委員会、教
員による校門でのあいさつ運動や交通指導
を、学校生活を考える会や部活動を巻き込
んで実施していく。
・学校生活を考える会で、生徒総会であ
がった校則に対する要望を取り上げるだけ
でなく、規範意識やマナーアップについて
も考えていく。
・インターネットに関する啓発活動を各学
期に１回実施。そのうち１回は、委員会や
学校生活を考える会主導で実施する。

・学校自己評価アンケート（中間）における肯定的な回答が、「自分はあいさ
つを積極的にしている」で93%となっており、生徒会や交通委員会、風紀委
員会と教員とで協力して毎朝実施しているあいさつ運動の効果もあってか、昨
年を上回っている。数値だけでなく、実感としても増えたように感じている。
・「社会のルールやマナーを守っている」で98%と昨年を上回っている。確
かに昨年度多かった携帯・スマホの指導件数は減少しているが、そのほかの指
導件数については同時期と比べて多くなっている。
・インターネットモラル教室を講師を招いて４月に実施している。２学期以降
も時間の長短、方法の違いはあるが実施していく予定である。また、６月に非
行防止教室として最近の犯罪の特徴や闇バイトについての講演を行っていただ
いた。
・学校生活を考える会は数回開催している。今後も開催していき、規範意識や
マナーアップについても話し合っていきたい。

B

・生徒対象の学校自己評価アンケート「自分はあいさつを積極的に
している」の質問項目において肯定的な回答が90%と昨年よりも増
加、「社会のルールやマナーを守っている」の質問項目において肯
定的な回答が96％と昨年と同等の結果となったが、中間期と比べる
と減少している。
・指導件数については、昨年の同時期と比べて増加傾向にある。
・インターネットモラルに関する啓発については、１学期に外部講
師による講演、２学期に警察による闇バイト・オンラインカジノに
関する注意喚起を行った。３学期にも実施する予定である。
・学校生活を考える会は開催はできているものの、校則に関する内
容が主となり、規範意識やマナーアップについての話はできていな
い。

B

・あいさつについては数値こそ微増ではあ
るが、毎朝のあいさつ運動の効果もあって
か、あいさつをする生徒が多くなったよう
に感じている。あいさつ運動を継続すると
ともに、今後も教員が積極的にあいさつ
し、声を掛け続けていく。
・世の中で闇バイトやオンラインカジノ、
SNSへの不適切投稿などが増加しているた
め、インターネットモラル教室は非常に有
用だと考え、来年度も実施する予定であ
る。
・「社会のルールやマナーを守っている」
の数値は高いが、校内での指導件数は増え
ている。委員会などと協力して、交通ルー
ルなどの周知、規範意識・マナーアップに
ついて取り組みたい。

生徒指導課

孫心弁当宅配ボランティア活動を教員が先
導で企画を検討するのではなく、家庭クラ
ブ会長（3年生）と共に社会福祉協議会に
訪問したり、企画内容を生徒が主体的に決
めていくような授業を行う必要がある。

実施後の振り返りで、肯定的回答が95％
以上。

　孫心弁当宅配ボランティア活動を通し
て、地元の社会福祉協議会、民生委員の方
や城西地区に住む高齢者の方々と積極的に
コミュニケーションを図り、触れ合うこと
で、高齢者福祉に関心を持ち、思いやりの
心を育み、豊かな完成を育成する。

孫心弁当宅配ボランティア活動に向けて、2学期には高齢期の学習を予定して
いる。授業を通して、高齢者福祉や、本活動の必要性を意識させていく。今後
は実習や体験活動を行い、該当クラス以外でも高齢者福祉等について関心を持
たせられる授業を行っていきたい。

B

孫心弁当宅配ボランティア活動の実施後の振り返りで、肯定的回答
は100％であった。生徒の感想では、実体験を通じて「人のために
行動すること」の意味を学んだ様子や、集団で取り組むことの価値
を学んだ様子がうかがえた。一方で、実施は教員が先導して行った
部分が多くあり、生徒が主体的に取り組める場面をもう少し増やし
ていくことが課題である。

B

教員が主導していくのではなく、家庭クラ
ブ会長を中心に、生徒が実施について検討
していけるよう改善する。また、該当クラ
ス以外でも何らかの形で本行事に関われる
よう検討していきたい。

家庭科

課題研究・津商モールなどをはじめとする
商業科目においては地域との連携を図った
取り組みがみられるが，普通教科では地域
連携が図りにくい状況である。

授業アンケートを実施しよく理解できた・
学んでよかったなどの評価が７０％以上と
する。

地域の観光ボランティアなどと連携し津山
の地理散歩・歴史散歩などのフィールド
ワークを実施し郷土に対する興味・関心を
高める。

地域連携の一環として、地域の街歩きを地理総合にて行うことができた。また
公共でも地域の課題から出発して地域連携を図るために、「行政がどこまで地
域活性化に支援すべきか」を多面的・多角的に考察した。地域連携の観点か
ら、外部団体とのつながりを増やし、教師が説明するだけではない、地域課題
の当事者の意見なども生の声として取り入れていくことが課題として考えられ
る。 B

地理総合では地域の街歩きだけでなく、防災の単元で津山消防署と
連携し、実際に地震の揺れを体験したり、自分の命を守るための行
動を取るには普段からどのような意識が必要なのかなどを考えたり
することができた。公共では株式学習ゲームを行い、津山管内・美
作管内にある企業（及びその親会社・子会社）の株を買い、株価の
変動にどのような要因があるかを考察することができた。このよう
な地域連携の視点を今後は歴史総合でも導入し、生徒の実生活に根
差した授業作りを目指していきたい。

A

１授業に対し目標を明確にした授業つくり
を心がけていくことで、その中でどのよう
に地域連携が可能かが見えてくると思われ
る。そのため、目標なき授業つくりをや
め、どんどん授業公開を行い知見を蓄積し
ていくことで、地歴公民科の教員だけでは
なく、全教員で地域連携のあり方を模索し
ていきたい。

地歴・公民科

企業訪問や企業ガイダンスの実施により、
生徒の地元企業の理解につながっている。
また、定期的な進路ガイダンスにより計画
的に進路意識を高めることができている。

「進路のてびき」にある目標や計画を意識
しながら、３年間を見通して進路意識を高
めている。の問いに対する肯定的回答が8
５％以上。

企業訪問・企業ガイダンス・インターン
シップを充実させ、地元企業とのつながり
をより強固なものにする。また、進路のて
びきにの活用場面を増やし、３年間の見通
しを立てやすくする。

各種進路行事を通して、進路意識を高める体制づくりに努めている。各学年各
学期の進路目標については、学年問わず意識できるようになってきた。また、
早い段階から自主的な活動に取り組む生徒も増えつつある。今後は進路行事の
意義や目的などをより明確化し、段階的に進路意識を高められるようにする。 A

学期末の段階で大学訪問や企業訪問、進路ガイダンスへの参加によ
り進路意識を段階的に高める生徒が増えてきた。３年生の体験談を
聞くことで自分の進路について真剣に考えたり、情報収集したりす
る姿勢も見られ、よい傾向であると考えている。 A

より効果的かつ効率的な指導につながるよ
う、ガイダンスの内容や実施形態について
は今後も検討を重ねていく。

進路指導課

昨年度の学校自己評価アンケート「学校
は、地域の組織・人々と連携したり、他校
と関わる教育活動を行っている」項目で肯
定的な回答が９４％。である

同アンケート同項目で、「そう思う」が９
５％以上。

総合的な探究の時間において、地域の組織
と交流したり、地域の人財から講話を聴い
たりすることによって、今現在、地域が抱
えている課題について考える機会を積極的
に設ける。

学校自己評価アンケート（S13）で肯定的な評価は98％（全体98％）と
なっている。１学期は真庭市・津山市阿波・西粟倉村・美作市古町、夏休みは
地域各所へ出向いて話を聴いている。今後はこれらを基に地域の課題や将来の
自分について深く考えさせていきたい。 A

学校自己評価アンケートS13「学校は、津商モールや総合的な探究
の時間等を通して地域と連携した活動の機会を設けている」で「そ
う思う」が61％、「だいたいそう思う」が36%だった。

A

総合的な探究の時間や津商モール、進路ガ
イダンス等の取組が生徒と地域をつなぐ良
い機会になっている。来年度の課題研究に
つながるようにしたい。 ２年団

スローガン  　「ホンモノの学びの実現」～誰かの喜ぶ顔が見たくて～ （自律力　協働力　実践力）

学校経営目標等 現状分析 今年度の達成基準 具体的計画 関係分掌

○安全・安心な学校環境
・誰一人取り残すことのない居場所がある学校
の実現

○学び続ける力（学びの充実）
・「津商の授業３(スリー)(学習のｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ)」の
　実行とスタディサプリを利活用した基礎学力
の向上と家庭学習の習慣化

○地域との連携（連携強化）
・美作地域産業，ＰＴＡや同窓会等と協働す
　る津商モール

○地域との連携（連携強化）
・人財バンク等を活用した進路ガイダンスや
　地域の教材化

自己評価（中間）
評

価 自己評価（最終）
評

価 次年度に向けて



重点目標

学校経営目標等 現状分析 今年度の達成基準 具体的計画 関係分掌自己評価（中間）
評

価
自己評価（最終）

評

価
次年度に向けて

２ 生徒をどのように支援するか（どのような配慮が必要か）

自分の考えを他人に話したり、文章にまと
めて表現したりすることが苦手である。分
量については多く書くことができるが、筋
道を立てて論理的に述べることは苦手であ
る。

最終的に実施される小論文模試において８
０点以上をとる生徒が２年生が５名以上、
３年生が５名以上。（昨年度は０名）

各学年において、ワークブックやプリント
教材等を活用して、表現力・思考力を涵養
する基礎的な技術指導を反復して行い、論
理的に文章表現する力を養う。

「現代の国語」（1年）、「論理国語」（２・３年）を中心に論理的な文章を
書くための学習活動をシラバスの計画に沿って実施している。また、「言語文
化」（1年）、「文学国語」（２・3年）においても前述の教科に連動させた
授業展開や共通のワークブックを用いて表現力の定着・向上を図っている。

B

小論文模試（第一学習社）において、８０点以上を得点した生徒は
少なく、目標は達成できなかった。しかし国語科として、表現（書
く）活動や小論文対策に重点を置き授業を進めてきた効果は直実に
現れている。

B

今年度の取組を今後も継続し、自分の意見
を現代社会の課題も踏まえながら論理的に
述べられる力を育成していきたい。 国語科

会議や研修の時間が十分に確保できず、組
織的な授業研究の実践は進んでいない。

学力向上委員会の定期的な開催（月1回）
視察や研修を通して、先進的な事例を共有
各教員が年1回、授業公開を行う

学力向上委員会を定期的に開催し、教科間
の連携を図りながら授業力の向上を目指
す。
視察や研修を通して漸進的な事例を学び、
授業に取り入れる。

委員会は定期的に開催できていないが、1学期の公開授業週間には、教員同士
が声を掛け合いながら多くの授業を参観し、感想を共有することができた。ま
た、セミナーへの参加や他校での授業参観など、授業改善につながる取組も少
しずつ活性化してきている。今後は、委員会活動の定期化を図るとともに、さ
らなる授業改善の推進を目指していきたい。 B

会議については時間的な制約から十分な機会を確保することが難し
く、組織的な授業研究の実践には課題が残った。一方、11月の公開
授業においては、外部講師より昨年度と比較して授業改善が進んで
いるとの評価を受けることができた。
また、他校での授業見学や各種セミナーへの参加を通して、個別最
適な学びや生成AIの活用など、昨年度より一歩進んだ授業改善に取
り組むことができた。さらに、授業評価アンケートの分析に生成AI
を活用するなど、ICTを取り入れた授業研究の手法についても一定の
成果が見られた。

B

次年度は、最新の教育動向や教員一人ひと
りの課題意識を踏まえた研修の機会を計画
的に設定し、授業改善につながる学びの場
を充実させていく。あわせて、ICT活用や
インクルーシブ教育、個別最適・協働的な
学びの視点を共有し、組織的な授業研究の
推進を図りたい。

学力向上

昨年度の学校自己評価アンケートＳ９「自
分は手帳を活用し自己管理能力の向上に努
めている」項目で、「そう思う」が４
１％。（一昨年は３８％）

同アンケートＳ９「自分は手帳を活用し自
己管理能力の向上に努めている」項目で、
「そう思う」が５０％以上：A、４５％以
上：B、４０％以下：C

進路の選択・決定に向け、校内出願手続き
の期限や受験日を遵守させることを通して
スケジュール管理を育成。進路に関する行
事や期限、受験日等を書き込む。

学校自己評価アンケートS9項目で、「そう思う」が４８.６％となった。生徒
の様子についても、面接練習などの進路の予定を手帳に書き込む姿が見られ
た。 A

アンケートの数値は４５％以上であったので「Ｂ」と評価できる
が、進路関係の事柄（手続きの〆切、面接練習予定等）以外に、手
帳を活用する場面が少なかった。また、進路以外の校内の諸手続き
や申込みが遅く、担当の先生に迷惑をかけてしまうことがあった。

B

「いつも持ち歩く。すぐに開いて書く。繰
り返し見る」を徹底させるためには、まず
手帳を学校に毎日持ってくることを定着さ
せる必要がある。毎朝、手帳を机上に出し
ておくことを習慣化させたい。

３年団

自らの時間に余裕を持って行動し、目標達
成のために努力することが苦手である。

手帳を使って目標設定をしたり、自分の行
動を振り返ったりできるようになる。

年度当初にスケジュール手帳の活用法を講
義し、目標や振り返りを記入させる。

全体での把握はできていないが、手帳を活用できている生徒は、スケジュール
やテスト対策、目標点などがしっかり管理できている。今後も学年全体の活用
状況の把握と活用を促したい。

B

学校自己評価アンケート「自分は手帳を活用し自己管理能力の向上
に努めている」に肯定的な回答した生徒が43％であった。手帳の活
用が全くできていない生徒も多数いる。

B

手帳に記入する機会を意図的につくり、ス
ケジュールが記入出来るよう使い方等を指
導していく必要がある。

１年団

各種振り返りのツールが個々に点在し、振
り返りの意義や自己の成長を認識しづら
い。

学校評価項目（生徒）「キャリア・パス
ポート」に関する項目の肯定的回答が７
０％以上。

年間の目標設定と学期ごとの取り組みを具
現化し、自己成長を促す。最終的に自己
PRや志望理由書につなげることの重要性
を示すことにより、キャリア・パスポート
の活用を進路意識の高揚につなげる。

中間期において「キャリア・パスポート」に関する肯定的回答が少なかったこ
とを踏まえ、学年団とも連携を図り、各学校行事のタイミングで積極的な活用
を促す。デジタル化も含め、効果的かつ効率的な運営に向けて検討していく。

B

生徒も教員も記入するタイミングでしか情報を確認できていないと
いう現状がある。キャリア・パスポートの意義や活用について、今
一度確認する機会が必要であると考えている。次年度はデジタル化
を導入する予定である。 B

デジタル化・情報の一元化に向けて準備を
進めている。デジタルとアナログの融合も
含め、より効果的な方法を検討していく。

進路指導課

自身の健康に対して、対応がその場しのぎ
になっている生徒が見られる。主体的に自
身の健康について考え行動できる力を育て
る必要がある。

文化祭の展示を保健委員会として行い、啓
発活動を行うことができる。興味を感じて
展示会場への入場する生徒が50人以上。

保健委員会として、自分たちで展示内容を
検討し、文化祭で調査・企画・実施・検証
する。

９月１０日現在、自彊祭文化の部に向けて、心を癒すクリームの作製に鋭意努
力している。

B

保健委員会は保健だよりの発行，約部乱用防止の呼びかけ，健康診
断の補助，教室の照度測定など日常生活を支える活動に加え，熱中
症対策講座を実施したり水分補給を呼びかけるなど積極的に活動で
きた。自彊祭文化の部において作製した心を癒す香水展示には８１
名が来室し盛況であった。

B

来年度は新型コロナウィルス感染症や溶連
菌感染，インフルエンザ感染などの予防啓
発に努めていきたい。 保健厚生課

・自彊祭後の生徒アンケートで「自彊祭全
体を通しての満足度」という質問項目にお
いて、肯定的意見が93.7%であった。ま
た、文化の部がタイトな日程であった。
・各委員会の啓発活動については、実施で
きてない委員会が半数以上あった。

・生徒対象の事後アンケートにおいて、現
状分析に示している質問項目が90%以上
となり、前年の自彊祭にはない取り組みを
実施。
・６割以上の委員会が啓発活動を実施でき
た。

・自彊祭体育の部の熱中症対策や時間管
理、競技など、計画、立案、実施の段階か
ら見直しを図り、よりよい形にしていく。
・今年度から自彊祭が３日間開催となるた
め、準備日程等について、よりよい形を早
めに検討していく。
・マナーアップに限定せず、各委員会の特
色を活かした啓発活動を実施していき、委
員会活動の活性化を図る。

・９月１０日現在、自彊祭は未開催であるが、開催に向けて準備を進めてい
る。
・各種委員会による啓発活動は何度か行えている。マナーアップに限定せず、
特色を活かした内容で実施していただけるよう、声掛けをしていく。

B

・自彊祭後の生徒アンケートで「自彊祭全体を通しての満足度」と
いう質問項目において、肯定的意見が94.7%であった。今年度は文
化の部を１日半実施し、新たに３年生ステージ発表において生徒会
発案のオーディエンス投票を取り入れた。
・各種委員会による啓発活動は、すべての委員会が実施できてはい
ないが、特色を活かした内容で実施できた委員会もある。 B

・今年度の自彊祭体育の部が天候不良やグ
ラウンド不良の関係で予定通りの日程で実
施できず２度順延となった。また、９月下
旬とはいえ熱中症のリスクもある。これら
を受けて、次年度については、総合体育館
での実施を検討している。体育館での実施
となれば、新たな形での実施となるため、
早い段階から競技内容等の検討を生徒会や
体育委員会を中心にすすめていきたい。

生徒指導課

比較的に幼少期に診断を受けてきた生徒の
入学が漸増し、合理的配慮を求めるケース
が年々増加しているが、特性理解や具体的
な支援方法について教師が学ぶ機会がまだ
まだ少ない。

生徒の抱える問題や具体的な支援情報が教
員間で共有される。
学年団会議での「支援を要する生徒」の情
報が教育相談係にも円滑に伝わり、早急な
支援につながるようにする。

令和5年度入学生から開始した配慮事項や
生徒情報データの継続的な更新・活用を促
す。個別対応が必要な場合はニーズに対応
した支援につなげる。

１年生については中学校から引き継いだ支援計画と中高連絡会での情報入力を
していただいた。１学期末には全学年対象で「支援を要する生徒」の情報入力
を担任に依頼し情報収集を行った。 B

次年度への引き継ぎとして最終的な情報のまとめを担任へ依頼して
生徒情報シートへ入力していただく予定。公開しているＳＣやＳＳ
Ｗとの面談経過については係がとりまとめる予定である。 B

生徒情報シートのより有効的な活用と、個
別の支援が必要な生徒理解・対応をチーム
で行う方法について検証する必要性があ
る。

保健厚生課

・生徒対象の学校自己評価アンケート「人
権及び命の大切さを考える機会がある」と
いう質問項目において、肯定的回答が
96%であった。また、性の多様性につい
ての講演会を生徒対象に実施した。

学校自己評価アンケートにおいて、現状分
析に示している質問項目が生徒・保護者と
もに95%以上となる。

・人権（いじめ）調査アンケートを各学期
に１回実施。
・人権LHR、命について考えるLHRを昨
年とは異なる内容で実施し、可能であれば
保護者の方にも参加していただけるように
する。
・教育相談係と連携し、早急に情報共有で
きるようにし、いじめの早期発見に努め
る。

・学校自己評価アンケート（中間）における、「人権及び命の大切さを考える
機会がある」の肯定的な回答が96%と高くなっている。
・１１月に命を考えるLHR、１２月には人権LHRとしてヤングケアラーにつ
いての講演会を実施する予定である。
・人権（いじめ）調査アンケートを１学期に１回実施している。 A

・生徒対象の学校自己評価アンケート「人権及び命の大切さを考え
る機会がある」という質問項目において、肯定的回答が生徒は
97%、保護者が91％となった。生徒・保護者ともに昨年を上回る結
果となったが、生徒に比べて保護者が低くなっている。
・人権（いじめ）調査アンケートについては、これまでに２回実施
している。３学期は１・２年生のみの対象とはなるが、１回実施す
る予定である。

B

・命を考えるLHR、人権LHRについては現
２年生は来年度で３度目となるため、内容
を検討する必要がある。また、今年度はで
きなかったが、内容によっては保護者の方
にも参加していただけるよう計画したい。 生徒指導課

・学年主任会や職員会議等での全職員の協働体
制
　と情報共有

教員対象の学校自己評価アンケート「報
告・連絡・相談等が行われ、情報が共有化
されている」という質問項目において、肯
定的回答が、７９％であった。

教員対象の学校自己評価アンケート「報
告・連絡・相談等が行われ、情報が共有化
されている」という質問項目において、肯
定的回答が、９０％となる。

・会議を増やすのではなく、学年間や分掌
間を調整して協働体制を構築する。

教員対象の学校自己評価アンケート「報告・連絡・相談等が行われ、情報が共
有化されている」という質問項目において、情報が共有化の否定的回答は若干
多いものの、昨年度とほぼ同じの数値になっている。肯定的回答７６％。

B

教員対象の学校自己評価アンケート「報告・連絡・相談等が行わ
れ、情報が共有化されている」という質問項目において肯定的回答
が76％、学校運営側から早めの情報提供等の効果が表れているが目
標にはとどかなかった。また、学年の行事や補習の日程についての
周知がないとの指摘があるため横との繋がりについての情報共有に
ついて改善策を考える必要がある。

B

「報告・連絡・相談等が行われ、情報が共
有化されている」の回答率が上がるように
今一度、未来会議や学年主任の会などで職
員間での情報共有を密にしていくようにし
たい。

全職員

３ 実施するために何が必要か（指導体制の充実，必要な支援，家庭・地域との連携・協力）

・戦略的広報(中学校が求める進路情報を把握，
　ﾌﾞﾛｸﾞ配信等)

【R６学校自己評価より】
〇津商に進学させてよかった・・・９７％
（保護者）
〇学校生活が充実しており満足してい
る・・・９４％（生徒）
〇学校は、オープンスクール・ホームペー
ジなどを活用して、積極的に学校PRを
行っている・・・９５％（生徒）、９８％
（保護者）
・R6年度中学卒業者の進学希望者数(1次
調査)は定員160名に対し、216名（1.35
倍）であった。（実質倍率1.23倍）
・美作地区の中学卒業予定者数はR7.3と
比較して、R8.3月は20名程度減、R8.3
月は100名程度減となる厳しい見込みで
ある。
・特別入試の志願者数が、情報ビジネス科
は地域ビジネス科と比較して少ない状況に
ある。（R7入試：地域＝121名、情報＝
90名）

本校への入学志願者数が募集定員の1.1倍
以上である。

・中学校の進路指導や中学生が求める進路
情報を的確に把握し、ニーズに応じた広報
活動を行う。
・新入生だけでなく、２・３年生にも入学
前のイメージと在学して実際とのギャップ
の聞き取りを行い、ミスマッチが起こらな
いような広報活動を行う。
・本校の在校生の学校生活の充実が、最大
の広報活動である。学力向上委員会と連携
して、授業改善に必要な環境整備の面で強
力にバックアップを行う。
・商業科以外の学科においても、教科「情
報」、プログラミング教育、１人１台端末
活用が行われる中で、情報ビジネス科で学
ぶ魅力が見えにくい状況になっている。他
学科との差別化及び広報の工夫について商
業科とともに研究に取り掛かる。

・中学校訪問を通じて得られた情報を活用し、在校生の声を取り入れた学校案
内の刷新を行った。学校案内には載せきれない学科の魅力やQ&AをQRコード
から発信する工夫を行った。また、情報ビジネス科については、Adobeや
Office系ソフトウェアの活用能力をアピールすることで、他校他学科との差別
化を図り、学科の独自性を打ち出した。

・オープンスクールのチラシをカラー刷りにしたり、高校生説明会のポスター
を刷新したりするなど、生徒が授業で作成した作品も活用して効果的なアピー
ルを図り、広報媒体を一新した。また、Instagramも本格稼働させ、現在は
学校HPと連動した内容を配信している。美作地区の中学3年生は昨年度より
減少しているが、今年度のオープンスクール参加者は311人と、昨年度
（332人）と同程度の参加者数を確保できた。

今後は、進路説明会や高校説明会などの機会を捉えた効果的な広報活動や
Instagramを生徒主体で配信できるような仕組みづくりに加え、授業改善に
つながるICT環境の整備や新しい学習ツール（生成AI等）の導入で学習環境の
向上にも継続して取り組みたい。

B

令和7年12月1日時点の入学希望状況は139名（地域ビジネス科84
名、情報ビジネス科55名）で、倍率は0.87倍となり、目標値の1.1
倍を大きく下回った。
この要因として、以下の3点が考えられる。 (1)前年度の高倍率によ
る敬遠。 (2)私立高校授業料の実質無償化に伴う、私学への流出。
(3)本校の取り組みが、外部に対して十分に伝わりきっていない広報
活動の課題。 特に情報ビジネス科については、「情報」がもはやど
の学校・学科でも学べる汎用的なスキルとなってきていることか
ら、商業高校ならではの特色や専門性が他校との差別化として十分
に打ち出せていないことが、志願者減の一因と考えられる。
 学校評価アンケートでは生徒・保護者の満足度は高い結果であった
が、今後はその「充実した実態」を、戦略的な広報や商業教育独自
の価値発信として具体化していく必要がある。

C

1. 広報チームの編成と組織の見直し
　広報を専門に行うチームを新しく作り、
人員を増やすなど、学校全体で広報に力を
入れられる仕組みを整える。
2. 校内での情報共有と生徒主体の発信
　校内で行われている多様な活動を教職員
や生徒の間でしっかりと共有し、学校の魅
力を全員で再認識できる工夫を行う。生徒
会と協力して、Instagram等のSNSも活用
しながら、生徒の目線から学校の楽しさや
本校ならではの学びの姿を中学生に届け
る。
3. 教育活動の本質的な充実
　志願者確保のため広報活動の工夫を継続
するとともに、本校の校是「自彊」の精神
を育成するため、生徒の失敗も温かく見守
れるような、ゆとりある教育活動を大切に
する。

教務課

・ﾎｰﾑﾙｰﾑ活動，特別活動，津商ﾓｰﾙへの自彊ｽﾊﾟｲ
　ﾗﾙｷｬﾘｱ教育(ﾙｰﾌﾞﾘｯｸ評価の確立)

校内の諸活動や地域との連携行事におい
て、受動的・消極的である。

年度末のアンケートで「行事に積極的に参
加することができた」と回答する生徒が８
０％以上。

日常の学びを実践する場として学校行事や
津商モールへ参加させ、その準備過程で一
人一役を担わせる。

一人一人が積極的に学校行事に取り組もうとしている姿は見られる。今後自彊
祭や津商モールがあるので生徒が活躍できるよう促す。

B

2学期の振り返りで「学校行事では自分の役割を責任をもって果たす
ことができている」「学校行事では自分の役割以外にも全体がより
よくなるよう自分にできることを考え、主体的に行動することがで
きている」という項目に80％以上が肯定的な回答であった。学校行
事へ取り組む意識も高く積極的な参加の場面が多く見られた。

A

今年度経験したことを来年度にも生かし、
来年度は学校の中心となって学校行事をさ
らに盛り上げていきたい。

１年団

・自己管理力の育成(ｷｬﾘｱ･ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄやｽｹｼﾞｭｰﾙ手
帳等の活用)

・主体性の伸長(生徒の企画・運営による安全・
　安心な学校行事や委員会活動)

・特別支援教育やいじめ防止推進に関わる取組

・授業研究の実践(ICT活用･ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育･個別
最適な学び･協働的な学びの取り入れ)


